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1――世界における貧富格差の現状 

 

我々は 1割の富裕層が 8割の富を所有する世界で暮らしているようだ。フランスの経済学者ルカ・

シャンセル（Lucas Chancel）氏やトマ・ピケティ（Thomas Piketty）氏らの運営する世界不平等研究

所（World Inequality Lab）が発表した「世界不平等レポート 2022（World Inequality Report 2022）」

によると、世界トップ 10％の裕福な家庭が所有する富（Wealth）は成人一人当たり平均 550,920ユー

ロ（日本円に換算すると約 7,790万円、€１PPP＝JPY141.4）で全体の 75.6％を占めている。他方、世

界の中央値を下回る 50％の貧しい家庭が所有する富は成人一人当たり平均 2,908ユーロ（日本円に換

算すると約 41万円）で全体の 2％に過ぎない（図表-1）。なお、世界トップ 10％の所得は成人一人当

たり平均 87,200 ユーロ（日本円に換算すると約 1,233 万円）であるのに対し、世界ボトム 50％の所

得は同じく 2,800ユーロ（日本円に換算すると約 40万円）と 31倍の差が生じている（図表-2）。 

 

(図表-1) (図表-2) 

  

 

世界における富の分布（2021年）

日本円換算（注）

全人口 100.0% 72,913 10,309,898

ボトム50％ 2.0% 2,908 411,191

中間40％ 22.4% 40,919 5,785,947

トップ10％ 75.6% 550,920 77,900,088

トップ1％ 37.8% 2,800,000 395,920,000

トップ0.1％ 19.4% 14,100,000 1,993,740,000

（資料）世界不平等レポート2022（World Inequality Report 2022）より作成

（注）€１PPP＝日本円141.4として計算

全世帯の富に占
めるシェア

富の平均値
（成人一人当た
り、ユーロPPP）

世界における所得の分布（2021年）

日本円換算（注）

全人口 16,700 2,361,380

ボトム50％ 2,800 395,920

中間40％ 16,500 2,333,100

トップ10％ 87,200 12,330,080

トップ1％ 321,600 45,474,240

トップ0.1％ 1,300,800 183,933,120

（資料）世界不平等レポート2022より作成

（注）€１PPP＝日本円141.4として計算

年間所得の平均
（成人一人当た
り、ユーロPPP）
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2――日本および関係諸国における貧富格差の現状 

  

前述した「世界不平等レポート 2022」には世界全体の分析に加えて国別の分析も掲載されている1。 

まず我々が暮らす日本の状況を見ると（図表-3）、全人口の富は成人一人当たり平均 2,566万円で世

界全体の 2.5倍の富を所有している。階層別に見るとボトム 50％が世界全体の 7.2倍、中間 40％2が

4.0倍、トップ 10％が 1.9 倍、トップ 1％が 1.6倍となっており、世界全体に比べて貧富格差が小さ

いことが分かる。なお、韓国の富の分布は日本のそれに極めて近い構造となっている。 

世界一の経済大国である米国の状況を見ると、全人口の富は成人一人当たり平均 4,010万円で日本

の 1.6倍の富を所有している。階層別に見るとボトム 50％が日本の 0.4倍、中間 40％が 1.2倍、トッ

プ 10％が 1.9倍、トップ 1％が 2.2倍となっており、日本に比べて貧富格差が大きいことが分かる。

なお、米国のボトム 50％の富は中国のそれをやや下回っている。 

また、世界第 2 位の経済大国である中国の状況を見ると、全人口の富は成人一人当たり平均 1,217

万円で世界全体よりやや多く 1.2倍だが、日本の半分（0.5倍）に留まる。階層別に見るとボトム 50％

が日本の 0.5倍、中間 40％が 0.3倍、トップ 10％が 0.6倍、トップ 1％が 0.6倍となっており、日本

に比べて中間 40％の富の少なさが目立つ。 

 

 
1 世界不平等研究所は当該レポートを公表するに当たって、所得と富の不平等に関するデータの利用可能性と質がその国によって異なるとし

て「不平等透明性指数（Inequality Transparency Index）」というインデックスを掲載している。このインデックスは 0 から 20 の範囲で示

されており、数値が大きいほど透明度が高いと評価されていることになる。ここで取り上げた 4 ヵ国については、米国が 15.5 点、韓国が 10.5

点、中国が 6.5 点、日本が 6.0 点と評価されている。日本の評価が中国より低い点には留意する必要があるだろう。 

2 中間 40％はトップ 10％とボトム 50％を除いた残りの中間層のことを指している。 

(図表-3) 

 

 

主要国のにおける富の分布（2021年、成人一人当たり、ユーロPPP））

全人口 72,913 181,500 283,600 86,100 179,700 2.5 1.6 0.5 1.0

ボトム50％ 2,908 20,900 8,500 11,000 20,200 7.2 0.4 0.5 1.0

中間40％ 40,919 165,600 197,300 55,600 161,100 4.0 1.2 0.3 1.0

トップ10％ 550,920 1,048,200 2,004,400 583,400 1,051,300 1.9 1.9 0.6 1.0

トップ1％ 2,800,000 4,439,200 9,890,300 2,621,300 4,571,400 1.6 2.2 0.6 1.0

日本の対世
界倍率
（Ｂ/Ａ）

米国の対日
倍率

（Ｃ/Ｂ）

中国の対日
倍率

（Ｄ/Ｂ）

韓国の対日
倍率

（Ｅ/Ｂ）

米国
（Ｃ）

中国
（Ｄ）

韓国
（Ｅ）

世界
（Ａ）

日本
（Ｂ）

【日本円換算（€１PPP＝日本円141.4として計算）】

全人口 10,309,898 25,664,100 40,101,040 12,174,540 25,409,580

ボトム50％ 411,191 2,955,260 1,201,900 1,555,400 2,856,280

中間40％ 5,785,947 23,415,840 27,898,220 7,861,840 22,779,540

トップ10％ 77,900,088 148,215,480 283,422,160 82,492,760 148,653,820

トップ1％ 395,920,000 627,702,880 1,398,488,420 370,651,820 646,395,960

（資料）世界不平等レポート2022（World Inequality Report 2022）より作成



 

 

3｜               ｜ニッセイ基礎研レター 2022-01-21 Copyright ©2022 NLI Research Institute All rights reserved 

3――所得格差・水準、腐敗汚職と貧富格差 

 

ここで貧富格差と所得格差の関係を見ておこう。貧富の格差が生じる背景には所得の格差があると

考えられるからだ。貧富格差の代表指標としてトップ 10％が所有する富のシェアを取り、所得格差の

代表指標としてトップ 10％が得てい

る所得のシェアを取って、経済規模が

大きい G20諸国の状況をマトリックス

にして見ると（図表-4）、貧富格差と所

得格差が正比例の関係にあることが分

かる。但し、フランスとイタリアでは

所得格差が同水準なのに貧富格差はフ

ランスの方が大きく、米国と日本では

所得格差が同水準なのに貧富格差は米

国の方が大きく、メキシコとインドで

は所得格差が同水準なのに貧富格差は

メキシコの方が大きいなどの違いが生

じている。分配の在り方に対する国民

の意識や政策スタンスの違いを反映し

ているのだろう。 

次に、貧富格差と所得水準の関係を見てみよう。「衣食足りて礼節を知る」と言われるように所得水

準が高くなれば貧しい人を救う余裕が生じ、分配などを通じて貧富格差を縮めようとする力が働くと

考えられるからだ。貧富格差の代表指標としては図表-4と同じトップ 10％が所有する富のシェアを取

り、所得水準の代表指標としては一人当たり GDPを取って、同様のマトリックスを作成して見ると（図

表-5）、貧富格差と所得水準には緩や

かな反比例の関係が認められる。し

かし、一人当たり GDPが 1万ドル以

下の新興国を見ると、メキシコとア

ルゼンチンでは所得水準が同程度な

のに貧富格差はメキシコの方が圧倒

的に大きいなどバラツキが目立ち、

貧富格差に関するスタンスは国によ

って大きく異なるようだ。また、米

国の所得水準は中国の 6倍前後に達

しているのに、両国の貧富格差は同

程度であるなど、傾向ラインから大

きく乖離した例外国も散見される。 

(図表-4) 

 

(図表-5) 
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 続いて、貧富格差と腐敗汚職の関係を見てみよう。貧富の格差が生じる原因のひとつに腐敗汚職の

蔓延が挙げられるからだ。貧富格差の代表指標としては図表-4、5と同じトップ 10％が所有する富の

シェアを取り、腐敗汚職の代表指標としてはトランスペアレンシー・インターナショナルが公表して 

いる腐敗認識指数 3 （ Corruption 

Perceptions Index）を取って、同様の

マトリックスを作成して見ると（図表

-6）、貧富格差と腐敗汚職には緩やかな

正比例の関係が認められる。しかし、

南アフリカとアルゼンチンでは腐敗汚

職指数が同水準なのに貧富格差は南ア

フリカの方が圧倒的に大きかったり、

ドイツは腐敗汚職が G20諸国の中で最

も少ない国なのに貧富格差は腐敗汚職

の評価が低いインドネシアと同程度だ

ったりしており、腐敗汚職の蔓延が貧

富格差を広げるひとつの要因だとは言

えても、それだけで貧富格差を説明す

るのは難しそうだ。 

 

4――貧富格差と経済成長 

 

 最後に、貧富格差と経済成長の関

係を見てみよう。両者の関係を確認

しておくことは“新しい資本主義”

を模索する日本にとって重要と考え

られるからだ。貧富格差の代表指標

としては図表-4、5、6と同じトップ

10％が所有する富のシェアを取り、

経済成長の代表指標としては過去

10 年（2011～2020 年）平均の実質

GDP 成長率を取って、経済規模の大

きい G20諸国の状況をマトリックス

にして見ると（図表-7）、貧富格差と

経済成長の関係は、正比例でも反比

例でもないようだ。 

 
3 腐敗認識指数（CPI）は 100～0 の間の値で示され、最も清潔な国は 100、最も腐敗している国は 0 と評価される 

(図表-6) 

 

(図表-7) 
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 一方、経済発展の初期段階では成長率が高くなり、発展段階が進むにつれて成長率が低下していく

という傾向があることが知られている。そこ

で、経済発展段階の代表指標として一人当た

り GDPを採用し、それを基準に経済発展段階

を 5つの分位にわけて、それぞれの平均成長

率を見ると（図表-8）、発展段階が進むにつれ

て成長率が低下していく様子が確認できる。

そして、図表-7 で採用した過去 10 年平均の

実質 GDP成長率から、図表-8に示した当該国

が属する経済発展段階の平均成長率を差し引

いた数値を「超過成長率」と呼ぶこととする。 

 この超過成長率を経済成長の代表指標に取り、貧富格差の代表指標としては図表-4、5、6、7 と同

様にトップ 10％が所有する富のシェアを取って、G20諸国のマトリックスを作成したのが図表-9であ

る。これを見ると、貧富格差と超過成長率との関係は“逆スマイルカーブ”を描いており、貧富格差

が大きい国では超過成長率がマイナスになることが多いのに加えて、貧富格差が小さい国でも超過成

長率がマイナスになることが多く、その中間に位置する国の超過成長率が最も高くなる傾向が見られ

る。貧富の格差が小さ過ぎれば人々は努力しても報われないと感じ、貧富の格差が大き過ぎれば人々

の間に不公平感が高まって社会の分断を招くからだと筆者は考えている。経済成長を極大化すること

が必ずしも国民の総幸福を高めるとは限らないとはいえ、分配と成長のバランスを考える上では興味

深い事実である。 

 

(図表-9) 

    

 

(図表-8) 

 

（お願い）本誌記載のデータは各種の情報源から入手・加工したものであり、その正確性と安全性を保証するものではありません。また、本誌は情報提供が目的で

あり、記載の意見や予測は、いかなる契約の締結や解約を勧誘するものではありません。 

世界の経済成長率（実質、年平均） （単位：％）

1980年代 1990年代 2000年代 2010年代

世界全体の平均成長率 3.3 3.2 3.9 2.8

第１分位の平均成長率
（一人当たりGDP上位20％） 1.9 3.4 2.5 1.1

第２分位の平均成長率
(一人当たりGDP上位20～40％） 3.1 3.5 3.2 1.2

第３分位の平均成長率
(一人当たりGDP上位40～60％） 3.7 3.0 4.2 2.1

第４分位の平均成長率
(一人当たりGDP上位60～80％） 2.9 3.8 5.4 3.4

第５分位の平均成長率
(一人当たりGDP上位80～100％） 3.8 5.1 5.6 3.9

(資料)IMFのデータを元に筆者作成


